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音楽コンテンツを取り巻くビジネス音楽コンテンツを取り巻くビジネス

生産 消費

個人ﾕｰｻﾞｰ

法人ﾕｰｻﾞｰ
・素材として作品に

活用

サービス
・カラオケ

・着メロ

・コンサート

著作者
・作詞家

・作曲家

音楽出版社
（楽曲の管理、マネジ
メント）

ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ

権利管理団体
・ＪＡＳＲＡＣ

・芸団協

・私的録音補償金

管理協会 など

パッケージ流通
・レコード製作者（レコード会社）

・卸／小売業者

・ＣＤレンタル事業者

ネットワーク流通
・放送事業者、有線放送事業者

・通信事業者

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ

・電子決済事業者

実演家
・歌手

・演奏家 音楽コンテンツ
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音楽産業の現状音楽産業の現状 ①①全体規模全体規模

音楽ソフト・関連産業市場規模
2001年のＣＤ販売、ＣＤレンタル、コンサート、カラオケの市場規模の合計は
約１．６兆円（対前年比▲1,000億円）

(社)日本レコード協会「日本のレ

コード産業2002」、カラオケ事業

者協会「カラオケ白書2002」、

(財)自由時間デザイン協会「レ

ジャー白書2002」などを元に作成。

5031

650
2060

8729

カラオケ

音楽ＣＤ

コンサート

ＣＤレンタル

音楽ＣＤ ＣＤレンタルコンサート カラオケ 合計
5,031 650 2,060 8,729 16,470

（単位・億円）
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音楽産業の現状音楽産業の現状 ②② ＣＤ・レコード業の概況ＣＤ・レコード業の概況

ＣＤ生産額は米国に次ぐ世界第２位の音楽大国ＣＤ生産額は米国に次ぐ世界第２位の音楽大国ＣＤ生産額は米国に次ぐ世界第２位の音楽大国

各国の2001年レコード売上 (100万米ドル)

アメリカ 13,412
日本 5,254
イギリス 2,809
ドイツ 2,129
その他 10,061
合計 33,655

アメリカ

40%

日本

16%

イギリス

8%

ドイツ

6%

その他

30%

(社)日本レコード協会
「日本のレコード産業
2002」を元に作成

売れるＣＤと売れないＣＤとの二極分化売れるＣＤと売れないＣＤとの二極分化売れるＣＤと売れないＣＤとの二極分化

宇多田ヒカルの「First Love」が約７６０万枚を売上た一方、ＣＤアルバム全タイトルの
平均生産枚数は３千枚程度。爆発的ヒット作品がある反面、売れない作品は全く売れず市場
が２極分化の傾向。人気アーティストの有無がレコード会社の経営に直接影響 (浜崎あゆみ
はエイベックス・トラックスの2000年売上の約4割を占める。)

ＣＤアルバム１タイトル当たりの平均生産枚数の推移
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(社)日本レコード協会「日本のレコー
ド産業2001」を元に作成
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音楽産業の現状音楽産業の現状 ③③ ＣＤ・レコードの生産ＣＤ・レコードの生産

レコード生産金額が１９９８年をピークに減少レコード生産金額が１９９８年をピークに減少レコード生産金額が１９９８年をピークに減少 インディーズレーベルを含め
多数のレコードメーカーが存在

インディーズレーベルを含めインディーズレーベルを含め
多数のレコードメーカーが存在多数のレコードメーカーが存在
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単位；百万円
(社)日本レコード協会資料を元に作成
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エイベックス・トラックス

東芝ＥＭＩ

ソニーレコード

エピックレコード

ビクターエンタテインメントワーナーミュージック・ジャパン

その他

＜背景・動向＞

・2000年のレコードメーカ数は乱立するインディーズを

含め約１００社。うちメジャー上位６社売上で市場の

半分を占有。

・一方、大手レコード会社が厳しい業績の中、インディ

ーズ市場・作品は活況。沖縄出身の「モンゴル800」の

セカンドアルバムは、２４０万枚の売上げを記録。

・2002年５月には、インディペンデント・レコード製作

者協議会が設立され、大手に比べて不利と言われる

ＪＡＳＲＡＣ使用料の見直しなど権利主張にも着手。

「オリコン年鑑2001」を元に作成

＜背景・動向＞

・オーディオレコードの生産金額は、1998年をピークに

して３年連続の前年割れ。

・2002年についても、前年割れの見通し。

（集計中ながら前年比▲80％とも）

ただし、統計は日本レコード協会加盟の
大手レコード会社の生産分のみを対象。
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音楽産業の現状音楽産業の現状 ④④ ＣＤ・レコードの小売ＣＤ・レコードの小売

中小レコード小売店の減少中小レコード小売店の減少中小レコード小売店の減少
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＜背景・動向＞

・中小レコード小売店が減少する一方で、

豊富な在庫、広い売り場の大型複合店や

外資系大型レコード店が増加。

・中小のレコード小売店で組織する

日本レコード商業組合の組合員数は、

組合設立以来一貫して減少している。
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数　量

（万枚・巻）

構成比

（％）

前年比

（％）

金　額

（億円）

構成比

（％）

前年比

（％）

８㎝ＣＤ ８６０ ２ ８８ ４０ １ １０３

12㎝ＣＤｼﾝｸ゙ﾙ ７，５００ １８ ７５ ５７０ １０ ７５

12㎝ＣＤｱﾙﾊ゙ﾑ ２４，４００ ６０ ９４ ３，７１０ ６４ ９１

Ｃ　Ｄ　小　計 ３２，７６０ ８１ ８９ ４，３２０ ７５ ８８

ｱﾅﾛｸ゙ﾃ゙ｨｽｸ ７０ ０ ５４ ８ ０ ５９

テープ １，２９０ ３ ８５ １０２ ２ ８４

ｵー ﾃ゙ｨｵ

小　計 ３４，１２０ ８４ ８９ ４，４３０ ７７ ８８

ＤＶＤ ５，１６０ １３ １３３ ８７０ １５ １０６

LD・その他 １８０ ０ ８４ ３０ １ ８３

テープ １，１７０ ３ ７０ ４２２ ７ ６７
ビデオ

小　計 ６，５１０ １６ １１３ １，３２２ ２３ ８８

総　合　計 ４０，６３０ １００ ９２ ５，７５２ １００ ８８

日本レコード協会加盟２４社のオーディオレコード、
ビデオレコードを合わせた数字は、金額・数量共に
減少。

音楽ＣＤについては、３億２７６０万枚（前年比８
９％）、金額的には４３２０億円（前年比８８％）と、１
９５２年の統計開始以来、最大の落ち幅を記録。

音楽ＣＤの中でも、シングルＣＤについてマイナス
２５％と出荷枚数が大幅に減少している。

ビデオレコードについては、ＤＶＤの伸びが著しい
ものの、単価の下落から、数量的には前年を上
回ったものの、金額的には前年を下回る見込み。

２．2002年のヒット作品

2002年の音楽CD・ﾚｺｰﾄﾞなどの総生産枚数＝3億2760万枚（89％）、総生産金額＝4,320億円（88％） 最大の落ち幅

レコード協会によれば「パソコンを使ったコピーが減少の背景」
とは言うものの。。。

１．2002年１～12月のCD・レコードの総売上高（推計） 〔出典〕（社）日本レコード協会

レコード・マーケットの不調…ミリオン作品の不足と新人の低迷

2002年のミリオン作品は、シングルは浜崎あゆみ
の「independent」（AVEX）１曲のみ（昨年は４曲）、ア
ルバムは宇多田ヒカル「DEEP RIVER」など７作（昨
年は22作）。
新人についても「元ちとせ」以外には、オリコン
チャート上位には、以前からのアーチストが中心。

1位 12億6000万円 100万枚 independent 浜崎あゆみ
2位 10億1000万円 80万枚 Life goes on   Dragon Ash
3位 9億4000万円 86万枚 traveling          宇多田ヒカル

1位 107億9000万円 353万枚 DEEP RIVER 宇多田ヒカル
2位 70億4000万円 230万枚 I am… 浜崎あゆみ

3位 55億3000万円 181万枚MISA GREATIST HITS  MISA

作品別シングル売上げ上位

作品別アルバム売上げ上位

（参考） ２００２年のＣＤ・レコード市場
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音楽産業の現状音楽産業の現状 ⑤⑤消費系ﾋﾞｼﾞﾈｽ（ﾚﾝﾀﾙ・ｶﾗｵｹ）消費系ﾋﾞｼﾞﾈｽ（ﾚﾝﾀﾙ・ｶﾗｵｹ）

ＣＤ・レコードのレンタルビジネスＣＤ・レコードのレンタルビジネスＣＤ・レコードのレンタルビジネス

6,213
5 ,988

5 ,491

4 ,889 4,804 4 ,655 4 ,509 4 ,460 4,468 4,331
4 ,116
3 ,864
3 ,6613 ,642
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＜背景・動向＞

・ＣＤレンタル店の店舗数が１９８９年を

ピークに減少傾向にある。

・一方で、ビデオレンタル等との兼業化、

複合化が進んでいる。

(社)日本レコード協会調べ

カラオケ人口の減少カラオケ人口の減少カラオケ人口の減少

5,880
6,0306,040

5,7905,760

5,260
5,080
5,290
5,150
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6,000

6,500
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(財)自由時間デザイン協会
「レジャー白書2002」を元に作成

＜背景・動向＞

・１９８９年をピークにカラオケ人口は

減少傾向にある。
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音楽産業の現状音楽産業の現状 ⑥⑥ネット配信ビジネスネット配信ビジネス

コンテンツビジネスの成功事例としての「着メロ」 （契約・配信・課金システム）コンテンツビジネスの成功事例としての「着メロ」コンテンツビジネスの成功事例としての「着メロ」 （契約・配信・課金システム）（契約・配信・課金システム）

携帯電話ユーザー
①電話会社にアクセス
して曲を選択

②着メロ音楽の送信・
蓄積

③著作権料の自動支払
（電話料金に含まれている）
（本来は、自分でＪＡＳＲＡＣ
に連絡・支払）

電話会社等

着メロ音楽の
データベース

利用契約

④使用料支払

（ 年 間 約 70 億
円）

権利
委託

⑤使用料

分配

年間ビジネス規模：約１,０００億円
（平成１４年度推計）

・平成１１年度：約１００億円
・平成１２年度：約５００億円
・平成１３年度：約８５０億円

作曲家

×再コピー

×再送信

「無断コピー」「無断

送信」を防止する「権

利ルール」の法定

「他人の権利を預かっ

て運用するビジネス」

の活性化

ニーズに適応した

「契約システム」

の開発

「プロテクション技
術」

の活用・普及

（回避行為等の禁止）

「自動課金システム」

の活用・普及
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音楽配信事業への参入の増加音楽配信事業への参入の増加音楽配信事業への参入の増加

インターネット等による音楽配信にレコードメーカを初め多くの企業が参入。XDSL等の高速化回

線の普及に伴い、急速に利用が伸びている。

配信形態 サービス名 事業者 特徴

ミュージックポッド ブイシンク 光ファイバーオンデマンド録音

ミュージックデリ メディア・ラグ 衛星配信

ビットミュージック ソニー・ミュージックエンタテインメント レコードメーカ初の音楽配信

レーベルゲート ソニーコミュニケーションネットワーク レコードメーカ19社が提携参加

ドゥーブ・ドットコム 東芝ＥＭＩ レコードメーカ3社が提携参加

ミュージック・シーオー・ジェーピー ミュージック・シーオー・ジェーピー

エムステージミュージック エヌ・ティ・ティ・ドコモ PHS対応

サウンドマーケット ＤＤＩポケット PHS対応
携帯端末型

インターネット型

店頭端末型

音楽配信サービスの例

「ファイル交換サービス」 と著作権訴訟「ファイル交換サービス」「ファイル交換サービス」 とと 著作権訴訟著作権訴訟

○ファイルローグ事件 （東京地裁・中間判決）

・本年１月29日、インターネットで音楽データなどを
無料でやり取りする「ファイル交換サービス」を巡り、
ＪＡＳＲＡＣと日本レコード協会とが、同サービスを
提供する事業者（ＭＭＯ）を相手に、著作権（送信
可能化権、公衆送信権）侵害を理由に損害賠償請求を
求めていた訴訟で、同事業者の著作権侵害と損害賠償
責任を認める中間判決が出された。
（昨年夏、差し止めの仮処分請求は認められている。）

・インターネット音楽無料交換サービスの
ナップスターは、米国での著作権侵害訴訟で
敗訴し、サービスを停止し、ビジネスから
撤退。
・しかし、ナップスター同様の機能をもった

サービスやＰ２Ｐのヌーテラ等の利用者は、

依然存在。
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音楽産業の課題音楽産業の課題 ①①音楽産業を取り巻く課題音楽産業を取り巻く課題

国内的課題国内的課題 国際的課題国際的課題

音楽著作権市場の活性化

ネット上での不正利用
・不正コピー対策

音楽ＣＤ等の再販制度

音楽ビジネスの海外展開

海外での海賊版対策

ＣＤ輸入権の設定

レンタル店などにおける
個人情報保護

コンテンツ海外
流通促進機構を
軸に一体的対応

海外展開に伴う
副作用・阻害要因
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音楽産業の課題音楽産業の課題 ②②国内的課題と対応国内的課題と対応

音楽著作権市場の活性化音楽著作権市場の活性化音楽著作権市場の活性化

著作権等管理事業法が2001年10月に施行され、ＪＡＳＲＡＣ以外の者が音楽の著作権を管理する

ことが可能となったことから、音楽著作権を管理・活用する新たなビジネスが出現。

本ビジネスの出現により音楽産業の活性化が期待される。

ネット上の不正利用・不正コピー対策ネット上の不正利用・不正コピー対策ネット上の不正利用・不正コピー対策

ファイル交換ソフト、ＣＤーＲコピーなどデジタコピーの問題が音楽産業に与える影響について、
近年、問題が顕在化したが、音楽産業サイドからも、①違法コピーを行う者への法的措置、②違法
コピー防止への啓蒙キャンペーン、③技術的対応などの対策も打ち出されるようになった。

権利者による技術的対応としては、2002年３月のエイベックスによるCCCD（コピーコントロール
ＣＤ）の発売に続き、本年１月にソニー・ミュージック・エンタテイメントからも、「レーヴェル
ゲートＣＤ」（ＣＤの楽曲をネットワークに１度だけ無料で取り込めるもの）が発売されるように
なったが、発売タイトル数が少ないこともあり、業界全体での効果は不透明。今後は、「ＤＶＤ
オーディオ」の検討が進んでいる。
また、インターネット音楽無料交換サービスを利用して、違法に音楽ファイルの交換を行ってい
る国内ユーザーは、インターネット利用者全体の5.4%、約100万人と推測されている中（社団法人
日本レコード協会等調べ）、音楽のコピー管理等の権利保護対策が求められている。

＜経済省の対応・取り組み＞
・違法コピーの横行は、音楽を始めコンテンツビジネスの大敵。
セキュアー・メディアへの移行を、技術・契約・法制度の各面から
支援。
・ネットポリス（ネット上での違法コンテンツの捜索）の実用化に
向けて、技術的側面からの検証を実施する。
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（参考） デジタル技術を活用した不正利用対策

インターネット社会の到来、情報通信機器の発達と普及により、コンテンツ提供者・権利者の
望まないコピー・送信などの不正利用が容易に行われる環境となる。

このような不正コピーや不正利用については、侵害の立証・発見が困難なことから、このよう
な状況への対応が不可欠。

（暗号）
ネットワークでつながったオープンな空間にセキュアな
環境を創出するためのＩＣチップやＩＣカードシステム等
重要技術の標準化等を推進する。

「コピープロテクション」等

「電子透かし」等

（コピーや送信出来ないように
「鍵」をかける技術）

（権利者名などを「隠しネーム」
のように埋め込む技術）

回避・改ざん等を禁止回避・改ざん等を禁止

（WIPOインターネット条約に明記）
（国内法整備を終えているのは、
先進国中、日、豪、米のみ。）

制度的対応の次は実用化の番

音楽コンテンツでは、「電子透かし技術」の
実用化に向けた検証が先行している。
ＪＡＳＲＡＣは、2001年に有用な電子透かし
技術を認定し、既に、ネット上での不正コピー
発見に向けた取り組みを行っている。

（電子透かし）
電子透かしを用いた権利情報特定システムを利用し、
ネット上での不正コピーの発見などネットポリスの有効
性とその実証を行う。
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音楽産業の課題音楽産業の課題 ③③国際的課題と対応国際的課題と対応

音楽ビジネスの海外展開音楽ビジネスの海外展開音楽ビジネスの海外展開 海外での海賊版対策海外での海賊版対策海外での海賊版対策

現在、音楽、ゲーム、映像など日本製コンテンツに対
する世界の評価はかつてない高水準。
従来、我が国のコンテンツ産業は、海外での高い評価
にもかかわらず、積極的に事業展開を行ってきたとは言
えない状況。
海賊版の氾濫に見られるように、日本製コンテンツへ
の高いニーズを有するアジア市場への国際展開に向けた
産官一体となった取り組みが急務。

＜経済省の対応・取り組み＞
2002年８月、コンテンツ産業、著作権関係団体等が海外において積極的な事業展開を図るとともに、海外における海賊版
対策を講じるための組織として、経済産業省と文化庁の呼びかけにより「コンテンツ海外流通促進機構」を設立。
（代表；角川歴彦（社）日本営巣ソフト協会会長、会員数；１７団体・２０社）
これまで、ビジネス展開に関連して日中韓コンテンツビジネスシンポジウムの開催（昨年11月）、台北ゲームショーへの
参加（本年２月）、海賊版対策として、台湾当局との連絡窓口の開設、知的財産保護官民合同訪中団への参加（昨年12月）
を実施。

平成１５年度は、従来の海賊版対策のみならず、国際展開を積極的に支援するための総合的な政策のあり方について
「コンテンツ産業国際戦略研究会」にて検討。
また、コンテンツ海外流通促進機構の事務局体制の機能強化、海外への情報発信・情報収集窓口（海賊版の摘発支援も
含む）を目的として、ＪＥＴＲＯとの連携強化について議論を開始。
更に、ＷＴＯ加盟に著作権法の経過措置が今年末に満了する台湾について、本年度中に２回（夏・来年初旬）に日本版
コンテンツの海賊版の出回り具合についての実態調査を実施する。

韓国においては日本語歌詞のＣＤ等の販売は2000年６
月の「日本大衆文化第３次開放」から除外されているが、
日本アーティストものは若者を中心に海賊盤として大量
に出回っている。韓国の海賊盤市場は音楽市場全体の約
30％程度あると言われており、うち約30％が日本アー
ティストものと推測されている。
台湾の海賊版市場は音楽市場の40％以上あると推測さ
れている。

表裏の関係＝一体的対応が必要
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音楽産業の課題音楽産業の課題 ④④輸入権輸入権 とと 国内での価格問題国内での価格問題

音楽ＣＤへの輸入権の設定問題音楽ＣＤへの輸入権の設定問題音楽ＣＤへの輸入権の設定問題 音楽ＣＤ等の再販制度問題音楽ＣＤ等の再販制度問題音楽ＣＤ等の再販制度問題

2001年３月、公正取引委員会は、自由競争政
策の観点からは著作物再販制度は廃止すべきで
あるが、制度廃止の国民的合意形成がなされて
いないことを理由に当面は制度を存置すること
が相当であると判断。
今後は、再販制度を維持しながらも、消費者
利益のため、現行制度の弾力的運用を業界に求
めていく一方、公正取引委員会、関係事業者、
消費者、学識経験者等からなる協議会を設け適
切な運用を提案していくこととしている。

中国を始めとするエマージング・マーケット
の獲得のためには、現地における市場価格でコ
ンテンツを供給する必要がある。
一方、彼我の物価格差から、海外で供給した
日本音源の正規版ＣＤが海外から日本には還流
（並行輸入）されて、国内マーケットに脅威を
与える懸念があり、レコード業界には積極的な
海外展開ができない状況にある。
このため、音楽ＣＤの流入を水際で差し止め
る「輸入権」の創設について、レコード業界は
要望している。

＜経済省の対応・取り組み＞
・音楽ＣＤに対する「輸入権」の創設については、内外価格差について
消費者の理解を得る努力、現地でのライセンス契約の管理なろ権利者
自身の対応が不可欠であるとともに、国内でＣＤ価格の弾力化への
取り組み、他の産業への波及・バランス、世界的な動向についても
勘案しつつ検討する必要がある。
・輸入権の問題については、本年５月に始まった「コンテンツ産業国際
戦略研究会」にて検討を行う。

＜ＣＤの価格の内外比較＞
日本：韓 国 １ ：０．５
日本：ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ １ ：１．36
日本：米 国 0.97 ：１

日本：欧 州 0.88 ：１
（経済省・平成14年度消費財・消費者
向けサービスに係る内外価格差調査
などを元に作成）
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音楽産業の課題音楽産業の課題 ⑤⑤その他の課題その他の課題

ＣＤレンタル店での個人情報の保護ＣＤレンタル店での個人情報の保護ＣＤレンタル店での個人情報の保護

本年５月、個人情報保護法が可決・成立し、民間事業者が保有する個人情報の目的外使用・開示

などについてのルールが設けられた。

ＣＤ・ビデオレンタル店においては、会員制を基本とすることろが多く、その利用に際しては氏

名・住所・生年月日などの個人情報とともに、趣味や情報機器の所有状況等の関連情報の収集を行

うケースもある。また、これらの情報については、会員資格の延長時に更新されることにより、常

に最新の情報を保管することが可能である。

店頭のＰＯＳ機器でこれらの諸情報と商品・在庫管理のために貸出しデータなどの膨大な情報が

レンタル店に蓄積されるが、これらの情報の適切な取り扱いが求められるともに、業界でに自主的

ルールの整備が必要となる。

＜経済省の対応・取り組み＞

・ＣＤ・ビデオレンタル事業者からなる団体である日本コンパクトディ

スク・ビデオレンタル商業組合では、平成９年３月、通産省のガイド

ラインを基準として独自のガイドラインを策定ずみ。

・今回の個人情報保護法の成立を受けて、このガイドラインの改訂作業

同組合に働きかける。


